
近畿地方整備局 配布日時 平成２２年１月２８日１６時３０分

資 料 配 布

件 名 平成２１年度の補正予算（第2号）について

・今回成立した補正予算のうち、近畿地方整備局分は国庫債務負担行

概 要 為（ゼロ国債）として、約１６９億円です。

・そのうち、直轄事業は国庫債務負担行為（ゼロ国債）として、

約１２３億円です。

取り扱い

近畿建設記者クラブ

大手前記者クラブ

発表場所 神戸海運記者クラブ

神戸民放記者クラブ

みなと記者クラブ

近畿地方整備局 TEL:06-6942-1141

問 総務部 予算調整官 平岩（内線2219）
い 企画部 企画課長 尾松（内線3151）

合 建政部 都市整備課長 小路（内線6161）

わ 住宅整備課長 椎名（内線6181）

せ 河川部 河川計画課長 里村（内線3611）
道路部 道路計画第一課長 原 （内線4211）
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平成21年度補正予算（第2号）の概要

・国庫債務負担行為

国庫債務負担行為（ゼロ国債） 事業費１６，８９８百万円

平成21年度の補正予算（第2号）については、公共事業の発注平準化として、いわゆる

ゼロ国債により効率的な執行を促進します。

※一括配分とは、中央省庁等改革基本法に基づき大臣の委任を受け地方整備局長が事業の

決定及び執行の権限を有する予算である。

補助事業府県別内訳表 （単位：百万円）

福 井 県 滋 賀 県 京 都 府 大 阪 府 兵 庫 県 奈 良 県 和歌山県 計

治 水 0 70 0 0 0 0 0 70

海 岸 0 0 0 0 0 0 0 0

道 路 整 備 0 0 0 0 100 280 0 380

港 湾 0 0 0 0 0 0 0 0

住 宅 対 策 0 0 0 0 30 0 0 30

市 街 地 整 備 0 0 0 0 0 0 0 0

道路環境整備 30 0 0 0 2,120 180 0 2,330

都市水環境整備 0 0 0 0 0 0 0 0

下 水 道 1,078 0 40 578 66 0 0 1,762

都 市 公 園 0 0 0 0 0 0 0 0

（一般公共計） 1,108 70 40 578 2,316 460 0 4,572

官 庁 営 繕 0 0 0 0 0 0 0 0

（ 合 計 ） 1,108 70 40 578 2,316 460 0 4,572

事業別総括表 （単位：百万円）

うち一括配分 うち一括配分 うち一括配分

治 水 5,184 0 70 70 5,254 70

海 岸 0 0 0 0 0 0

道 路 整 備 6,040 1,920 380 0 6,420 1,920

港 湾 0 0 0 0 0 0

住 宅 対 策 0 0 30 30 30 30

市 街 地 整 備 0 0 0 0 0 0

道路環境整備 552 312 2,330 0 2,882 312

都市水環境整備 370 120 0 0 370 120

下 水 道 0 0 1,762 1,118 1,762 1,118

都 市 公 園 180 0 0 0 180 0

（一般公共計） 12,326 2,352 4,572 1,218 16,898 3,570

官 庁 営 繕 0 0 0 0 0 0

（ 合 計 ） 12,326 2,352 4,572 1,218 16,898 3,570

　　直轄 　　補助 　　　計
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１．都市・住宅関係

１）事業費内訳（ゼロ国債）
（１）直轄事業費（ゼロ国債）：１８０百万円

○都市公園事業 １８０百万円

（２）補助事業費（ゼロ国債）：３，９４２百万円

○街路事業 ２，１５０百万円

○下水道事業 １，７６２百万円

○住宅市街地総合整備事業 ３０百万円

２）主な事業
■都市公園事業（ゼロ国債）
国営明石海峡公園（直轄 神戸市） １５０百万円

国営明石海峡公園の神戸地区において、園路整備の早期完成を図る。

２．河川関係

１）事業費内訳（ゼロ国債）
（１）直轄事業費（ゼロ国債）：５，５５４百万円

○河川事業 ５，３９４百万円

○砂防事業 １６０百万円

（２）補助事業費（ゼロ国債）：７０百万円

○河川事業 ７０百万円

２）主な事業
■河川事業（ゼロ国債）
河川改修事業（直轄 由良川水系由良川 京都府福知山市他） ４０６百万円

平成１６年１０月出水（台風２３号）により甚大な被害を受けた由良川において、

築堤整備による浸水被害軽減対策を推進する。

３．道路関係

１）事業費内訳（ゼロ国債）
（１）直轄事業費（ゼロ国債）：６，５９２百万円

○道路整備事業 ６，０４０百万円

○道路環境整備事業 ５５２百万円

（２）補助事業費（ゼロ国債）：５６０百万円

○道路整備事業 ３８０百万円

○道路環境整備事業 １８０百万円

２）主な事業
■直轄道路事業（ゼロ国債）
第二阪和国道（直轄 大阪府阪南市～岬町） ７００百万円

箱ノ浦ランプ～淡輪ランプ間の平成２２年度供用に向けて、工事を推進する。


